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論点に対する回答 

分  野 地域冷暖房の事故発生時における報告の電子化 

省 庁 名 経済産業省 

 日本経済団体連合会（以下、経団連）から、「2021 年度規制改革要望」が

公表されたところ、「No.33 地域冷暖房の事故発生時における報告の電子化」

において、供給支障事故発生時の報告は、電子的に行うことを認めるべきと

の要望が出されている。 

また、上記の要望について、「行政手続等の棚卸結果等（令和２年度調査）」

での、当該手続「ID：24160 熱供給事業の定期報告（熱供給施設の事故報

告）」の調査項目 E群「書面主義の見直し」貴省回答では、「令和２年末まで

に、既存のシステム（産業保安システム（簡易申請）の活用によるオンライ

ン手続を整備」との回答がなされているところ、以下の論点にご回答いただ

きたい。

【論点①】 

上記の回答において、「令和２年末までに、既存のシステム（産業保安シス

テム（簡易申請）の活用によるオンライン手続を整備」とされているところ、

既にオンラインによる報告は可能となっているのか。

【回答①】 

産業保安システム（簡易申請）を活用し、オンラインによる報告が可能で

ある。 

【論点②】 

既に報告の電子化が整備されていても、貴省や事業者には適切な運用がな

されるよう、周知徹底を行う必要があると考えるが、貴省の見解如何。また、

周知徹底を図る場合、対応時期、方法を具体的に示されたい。 

【回答②】 

 ご指摘の通り、保安ネットでの電子申請について、周知が必要と認識。11

月中に、別添の周知文案を一般社団法人 日本熱供給事業協会宛に送付し、

会員企業に対し、周知を図る。 
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令和 年 月 日 

経済産業省産業保安 Gガス安全室からの重要なお知らせ 

 

 一般社団法人 日本熱供給事業協会 会員各位  

件名：熱供給事業法に基づく手続きは、保安ネット（簡易申請）での提出が可能です 

時下 ますますご清祥のこととお慶び申しあげます。 

日頃は、熱供給事業に係る保安活動にご尽力いただき、感謝申し上げます。 

さて標題の件、経済産業省産業保安 G ガス安全室から、下記内容について、改めて周知の要請があり

ましたので、会員の皆様にはご認識をお願い致します。 

記 

「保安ネット」の運用が令和２年１月６日から開始されました。 

 電子化される手続きは、熱供給事業法に基づく、ガス安全室所管の手続き全てになります。 

 （※簡易申請でのご提出となります。） 

 

 また、「保安ネット」を利用するには、事前に「ＧビズＩＤ」のアカウント取得が必須です。「Ｇビズ

ＩＤ」のアカウント取得の方法については、経済産業省のＨＰに掲載しておりますので、個々に操作マ

ニュアル等を取得し、「ＧビズＩＤ」のアカウントを取得して下さい。 

 

 なお、「保安ネット」の操作マニュアルの入手方法等は、次ページのとおりです。 

 

■保安ネットの操作方法に関するお問い合わせは下記ヘルプデスクにお問い合わせください。 

保安ネット ヘルプデスク 

電話：050-2018-8381 

受付時間：平日 9時～18時 

 

 

■発信者：一般社団法人 日本熱供給事業協会 

        担当者           

ＴＥＬ ０３－３５９２－０８５２ 

ＦＡＸ  ０３－３５９２－０７７８ 

■問合せ先 

 経済産業省産業保安 G ガス安全室  担当：道 宏貴 
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 東京都千代田区霞が関１－３－１ 総合庁舎別館３階 

 ＴＥＬ．０３－３５０１－４０３２ 
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